
 

事 務 連 絡 

平成 25 年 1 月 25 日 

各都道府県介護保険担当部（局）担当者 様 

 

 

介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の 

取扱いについて 

 

介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除の取扱いについては、そ

の基本的考え方に変更はありませんが、介護サービスの基盤強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 72 号）の施行により、新たなサービス類型が

創設されたことに伴い、「介護保険制度下での居宅サービスの対価にかかる医療費控除

の取扱いについて」（平成 12 年６月１日老発第 509 号）を、国税庁との協議の下、別

添１のとおり改正し、平成 24 年４月サービス分より適用することとします。 

また、介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成

23 年法律第 72 号）による改正後の社会福祉士及び介護福祉士法の規定により、介護福

祉士及び認定特定行為業務従事者（以下「介護福祉士等」という。）が、診療の補助と

して喀痰吸引及び経管栄養（同法附則第３条第１項に規定する特定行為を含む。以下「喀

痰吸引等」という。）の実施が認められたことに伴い、介護保険制度下での介護福祉士

等による喀痰吸引等の対価に係る医療費控除の取扱いについて、国税庁との協議の下、

別添２のとおり取り扱うこととし、平成 24 年４月サービス分より適用することとしま

す。 

なお、領収証については、平成 24 年４月分から様式の改正が行われるまでのものは

差し替えるなど、適正にお取り扱いいただく必要があります。 

貴都道府県内（区）市町村（政令市、中核市も含む）、関係団体、関係機関等にその

周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾なきよう、よろしくお願いいたします。 

 

（参考） 

・介護保険制度下における居宅サービス等の類型及び医療費控除の取扱い 

 

 

厚生労働省老健局総務課企画法令係 

（電話番号） 

０３（５２５３）１１１１（代） 

内線 ３９０９  

０３（３５９１）０９５４（直通）

121

okayamaken
タイプライターテキスト
16　介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の取扱い　

okayamaken
タイプライターテキスト

okayamaken
タイプライターテキスト

okayamaken
タイプライターテキスト

okayamaken
長方形



 

（別添１） 

介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除の取扱いについては、下

記のとおりとする。 

 

１ 対象者 

次の(1)及び(2)のいずれの要件も満たす者 

(1) 介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第 8 条第 23 項に

規定する居宅サービス計画（介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。

以下「規則」という。）第 64 条第１号ニに規定する指定居宅サービスの利用に係

る計画（市町村への届出が受理されているものに限る。）及び第 65 条の 4 第 1 号

ハに規定する指定地域密着型サービスの利用に係る計画（市町村への届出が受理さ

れているものに限る。）を含む。以下、「居宅サービス計画」という。）又は法第

8 条の 2 第 18 項に規定する介護予防サービス計画（規則 83 条の 9 第 1 号ニに規

定する指定介護予防サービスの利用に係る計画（市町村への届出が受理されている

ものに限る。）及び第 85 条の 2 第 1 号ハに規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスの利用に係る計画（市町村への届出が受理されているものに限る。）を含む。

以下、「介護予防サービス計画」という。）に基づき、居宅サービス、地域密着型

サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービス（以下「居宅サービ

ス等」という。）を利用すること。 

(2) (1)の居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に、次に掲げる居宅サービス、

地域密着型サービス又は介護予防サービスのいずれかが位置付けられること。 

（居宅サービス） 

イ 法第 8 条第 4 項に規定する訪問看護 

ロ 法第 8 条第 5 項に規定する訪問リハビリテーション 

ハ 法第 8 条第 6 項に規定する居宅療養管理指導 

ニ 法第 8 条第 8 項に規定する通所リハビリテーション 

ホ 法第 8 条第 10 項に規定する短期入所療養介護 

  （地域密着型サービス） 

ヘ 法第 8 条第 15 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

  ただし、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 18 年厚生労働省告示第 126 号）別表指定地域密着型サービス介護給

付費単位数表１定期巡回・随時対応型訪問介護看護費イ(1)及びロに掲げる

場合を除く。 

ト 法第 8 条第 22 項に規定する複合型サービス 

  ただし、上記イからへに掲げるサービスを含む組合せにより提供されるも

のに限る。 
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（介護予防サービス） 

チ 法第 8 条の 2 第 4 項に規定する介護予防訪問看護 

リ 法第 8 条の 2 第 5 項に規定する介護予防訪問リハビリテーション 

ヌ 法第 8 条の 2 第 6 項に規定する介護予防居宅療養管理指導 

ル 法第 8 条の 2 第 8 項に規定する介護予防通所リハビリテーション 

ヲ 法第 8 条の 2 第 10 項に規定する介護予防短期入所療養介護 

（注）イ及びチについては、高齢者の医療の確保に関する法律及び医療保険各

法の訪問看護療養費の支給に係る訪問看護を含む。 

 

２ 対象となる居宅サービス等 

１の(2)に掲げる居宅サービス、地域密着型サービス又は介護予防サービスと併せ

て利用する次に掲げる居宅サービス等 

（居宅サービス） 

(1) 法第 8 条第 2 項に規定する訪問介護 

ただし、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚

生省告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表１訪問介護費ロに掲

げる場合（以下「生活援助中心型に係る訪問介護」という。）を除く。 

(2)  法第 8 条第 3 項に規定する訪問入浴介護 

(3)  法第 8 条第 7 項に規定する通所介護 

(4)  法第 8 条第 9 項に規定する短期入所生活介護 

（地域密着型サービス） 

(5)  法第 8 条第 15 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

ただし、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成

18 年厚生労働省告示第 126 号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表

１定期巡回・随時対応型訪問介護看護費イ(2)に掲げる場合を除く。 

(6)  法第 8 条第 16 項に規定する夜間対応型訪問介護 

(7)  法第 8 条第 17 項に規定する認知症対応型通所介護 

(8)  法第 8 条第 18 項に規定する小規模多機能型居宅介護 

(9) 法第 8 条第 22 項に規定する複合型サービス 

ただし、１(2)イからへに掲げるサービスを含まない組合せにより提供されるも

の（生活援助中心型に係る訪問介護を除く）に限る。 

（介護予防サービス） 

(10) 法第 8 条の 2 第 2 項に規定する介護予防訪問介護 

(11) 法第 8 条の 2 第 3 項に規定する介護予防訪問入浴介護 

(12) 法第 8 条の 2 第 7 項に規定する介護予防通所介護 

(13) 法第 8 条の 2 第 9 項に規定する介護予防短期入所生活介護 
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（地域密着型介護予防サービス） 

(14) 法第 8 条の 2 第 15 項に規定する介護予防認知症対応型通所介護 

(15) 法第 8 条の 2 第 16 項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護 

(注) １の(2)のイからヲに掲げる居宅サービス等に係る費用については、１の対象

者の要件を満たすか否かに関係なく、利用者の自己負担額全額が医療費控除の対

象となる。 

 

３ 対象費用の額 

２に掲げる居宅サービス等に要する費用（法第41 条第4 項第1 号若しくは第2 号、

第 42 条の 2 第 2 項第 1 号、第 2 号若しくは第 3 号、第 53 条第 2 項第 1 号若しく

は第 2 号又は第 54 条の 2 第 2 項第 1 号若しくは第 2 号に規定する「厚生労働大臣

が定める基準により算定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額（次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める額） 

(1) 指定居宅サービスの場合 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生

省令第 37 号）第 2 条第 4 号に規定する居宅介護サービス費用基準額から法第 41

条第 4 項に規定する居宅介護サービス費の額を控除した額 

(2) 指定介護予防サービスの場合 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労

働省令第 35 号）第 2 条第 4 号に規定する介護予防サービス費用基準額から法第

53 条第 2 項に規定する介護予防サービス費の額を控除した額 

(3) 基準該当居宅サービス及び基準該当介護予防サービスの場合 

それぞれ指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの場合に準じて算定した

利用者の自己負担額 

(4) 指定地域密着型サービスの場合 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年

厚生労働省令第 34 号）第 2 条第 4 号に規定する地域密着型介護サービス費用基

準額から法第 42 条の 2 第 2 項に規定する地域密着型介護サービス費の額を控除

した額 

(5) 指定地域密着型介護予防サービスの場合 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成 18 年厚生労働省令第 36 号）第 2 条第 4 号に規定する地域密着型介護予防

サービス費用基準額から法第 54 条の 2 第 2 項に規定する地域密着型介護予防サ

ービス費の額を控除した額 
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４ 領収証 

法第 41 条第 8 項（第 42 条の 2 第 9 項、第 53 条第 7 項及び第 54 条の 2 第 9 項

において準用する場合を含む。)及び規則第 65 条（第 65 条の 5、第 85 条及び第 85 

条の 4 において準用する場合を含む。）に規定する領収証に、３の対象費用の額を

記載する。（別紙様式参照） 
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（様式例） 

居宅サービス等利用料領収証 
（平成 年 月分）

利用者氏名  
費用負担者氏名  続柄  

事業所名及び住所等 
                       印 
（住所：                      ） 

居宅サービス計画又は介護予

防サービス計画を作成した居

宅介護支援事業者等の名称 
 

No. サービス内容/種類 単価 
回数

日数
利用者負担額（保険対象分） 

①    円

②    円

③    円

④    円

⑤    円

No. 
その他費用（保険給付対象外の

サービス） 
単価 

回数

日数
利用者負担額 

①    円

②    円

③    円

領 収 額          円 領収年月日 
平成  年  月  日 

うち医療費控除の対象となる金額          円 

（注）１ 本様式例によらない領収証であっても、「居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成した事業者名」

及び「医療費控除の対象となる金額」が記載されたものであれば差し支えありません。 

     なお、利用者自らが居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成し、市町村に届出が受理されている

場合においては、「居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成した居宅支援事業者等の名称」欄に当

該市町村名を記入してください。 

   ２ サービス利用料が区分支給限度基準額又は種類支給限度基準額を超える部分の金額については、「その他費

用（保険給付対象外のサービス）」欄に記載してください。 

   ３ 訪問介護事業者にあっては、「うち医療費控除の対象となる金額」欄には、利用者負担額（保険対象分）の

うち生活援助中心型に係る訪問介護以外のサービスに係る利用者負担額（保険対象分）の合計額を記載してく

ださい。 

   ４ この領収証を発行する居宅サービス等事業者が、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、

通所リハビリテーション、短期入所療養介護、定期巡回型訪問介護・看護、複合型サービス、介護予防訪問看

護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション又は介

護予防短期入所療養介護を提供している場合には、これらのサービスに係る利用料についてもあわせて記入し

てください。 

   ５ 医療費控除を受ける場合、この領収証を確定申告書に添付するか、確定申告の際に提示してください。 

別紙様式 
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（別添２） 

介護保険制度下での介護福祉士等による喀痰吸引等の対価に係る医療費控除の取扱

いについては、下記のとおりとする。 

 

１ 対象者 

次の(1)及び(2)のいずれの要件も満たす者とする。 

(1) 介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第 8 条第 23 項に

規定する居宅サービス計画（介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。

以下「規則」という。）第 64 条第１号ニに規定する指定居宅サービスの利用に係

る計画（市町村への届出が受理されているものに限る。）及び第 65 条の 4 第 1 号

ハに規定する指定地域密着型サービスの利用に係る計画（市町村への届出が受理さ

れているものに限る。）を含む。以下、「居宅サービス計画」という。）又は法第

8 条の 2 第 18 項に規定する介護予防サービス計画（規則 83 条の 9 第 1 号ニに規

定する指定介護予防サービスの利用に係る計画（市町村への届出が受理されている

ものに限る。）及び第 85 条の 2 第 1 号ハに規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスの利用に係る計画（市町村への届出が受理されているものに限る。）を含む。

以下、「介護予防サービス計画」という。）に基づき、居宅サービス、地域密着型

サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービス（以下「居宅サービ

ス等」という。）を利用すること。 

(2) 居宅サービス等の利用中において、介護福祉士等による喀痰吸引等が行われるこ

と。 

 

２ 対象となる居宅サービス等 

  次の（1）から（20）に掲げる居宅サービス等とする。ただし、「介護保険制度下

での居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の取扱いについて」（平成 25 年 1 月  

25 日事務連絡）別添１の２に該当する場合を除く。 

（居宅サービス） 

(1)  法第 8 条第 2 項に規定する訪問介護 

(2)  法第 8 条第 3 項に規定する訪問入浴介護 

(3)  法第 8 条第 7 項に規定する通所介護 

(4)  法第 8 条第 9 項に規定する短期入所生活介護 

(5) 法第 8 条第 11 項に規定する特定施設入居者生活介護 

（地域密着型サービス） 

(6)  法第 8 条第 15 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

ただし、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成

18 年厚生労働省告示第 126 号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表
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１定期巡回・随時対応型訪問介護看護費イ(2)に掲げる場合を除く。 

(7)  法第 8 条第 16 項に規定する夜間対応型訪問介護 

(8)  法第 8 条第 17 項に規定する認知症対応型通所介護 

(9)  法第 8 条第 18 項に規定する小規模多機能型居宅介護 

(10) 法第 8 条第 19 項に規定する認知症対応型共同生活介護 

(11) 法第 8 条第 20 項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護 

(12) 法第 8 条第 22 項に規定する複合型サービス 

ただし、法第 8 条第 4 項に規定する訪問看護、法第 8 条第 5 項に規定する訪問

リハビリテーション、法第 8 条第 6 項に規定する居宅療養管理指導、法第 8 条第

8 項に規定する通所リハビリテーション、法第 8 条第 10 項に規定する短期入所療

養介護及び法第 8 条第 15 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護（ただ

し、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年厚

生労働省告示第 126 号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表１定期巡

回・随時対応型訪問介護看護費イ(1)及びロに掲げる場合を除く。）に掲げるサー

ビスを含まない組合せにより提供されるものに限る。 

（介護予防サービス） 

(13) 法第 8 条の 2 第 2 項に規定する介護予防訪問介護 

(14) 法第 8 条の 2 第 3 項に規定する介護予防訪問入浴介護 

(15) 法第 8 条の 2 第 7 項に規定する介護予防通所介護 

(16) 法第 8 条の 2 第 9 項に規定する介護予防短期入所生活介護 

(17) 法第 8 条の 2 第 11 項に規定する介護予防特定施設入居者生活介護 

（地域密着型介護予防サービス） 

(18) 法第 8 条の 2 第 15 項に規定する介護予防認知症対応型通所介護 

(19) 法第 8 条の 2 第 16 項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護 

(20) 法第 8 条の 2 第 17 項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護 

 

３ 対象費用の額 

２に掲げる居宅サービス等に要する費用（法第41 条第4 項第1 号若しくは第2 号、

第 42 条の 2 第 2 項第 1 号、第 2 号若しくは第 3 号、第 53 条第 2 項第 1 号若しく

は第 2 号又は第 54 条の 2 第 2 項第 1 号若しくは第 2 号に規定する「厚生労働大臣

が定める基準により算定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額（次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める額）の 10 分の１とする。 

(1) 指定居宅サービスの場合 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生

省令第 37 号）第 2 条第 4 号に規定する居宅介護サービス費用基準額から法第 41

条第 4 項に規定する居宅介護サービス費の額を控除した額 
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(2) 指定介護予防サービスの場合 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労

働省令第 35 号）第 2 条第 4 号に規定する介護予防サービス費用基準額から法第

53 条第 2 項に規定する介護予防サービス費の額を控除した額 

(3) 基準該当居宅サービス及び基準該当介護予防サービスの場合 

それぞれ指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの場合に準じて算定した

利用者の自己負担額 

(4) 指定地域密着型サービスの場合 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年

厚生労働省令第 34 号）第 2 条第 4 号に規定する地域密着型介護サービス費用基

準額から法第 42 条の 2 第 2 項に規定する地域密着型介護サービス費の額を控除

した額 

(5) 指定地域密着型介護予防サービスの場合 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成 18 年厚生労働省令第 36 号）第 2 条第 4 号に規定する地域密着型介護予防

サービス費用基準額から法第 54 条の 2 第 2 項に規定する地域密着型介護予防サ

ービス費の額を控除した額 

 

４ 領収証 

法第 41 条第 8 項（第 42 条の 2 第 9 項、第 53 条第 7 項及び第 54 条の 2 第 9 項

において準用する場合を含む。)及び規則第 65 条（第 65 条の 5、第 85 条及び第 85 

条の 4 において準用する場合を含む。）に規定する領収証に、３の対象費用の額を

記載する。（別紙様式参照） 

 

129



（様式例） 

居宅サービス等利用料領収証（喀痰吸引等用） 
 

（平成  年  月分）

利用者氏名  

費用負担者氏名  続柄  

事業所名及び住所等 
                       印 
（住所：                      ） 

居宅サービス計画又は介護予

防サービス計画を作成した居

宅介護支援事業者等の名称 
 

No. サービス内容／種類 
喀痰吸引

等の有無 
単価 

回数 
日数 

利用者負担額（保険対象分）

①     円

②     円

③     円

④     円

⑤     円

No. 
その他費用 
（保険給付対象外のサービス） 

単価 
回数 
日数 

利用者負担額 

①    円

②    円

③    円

領 収 額        円 領収年月日 
 
平成   年  月  日うち医療費控除の対象となる金額 

（※当該サービスの利用者負担額（保険対
象分）×１／１０） 

       円

 

別紙様式 
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（注）１ ①医療系のサービスと併せて利用しない訪問介護（生活援助中心型を除く。）、訪問入浴介護、通所介護、

短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用しない場合及び連

携型事業所に限る。）、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サー

ビス（医療系のサービスを含まない組合せにより提供されるものに限る。）、介護予防訪問介護、介護予防訪

問入浴介護、介護予防通所介護、介護予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護若しくは介護

予防小規模多機能型居宅介護又は②訪問介護（生活援助中心型に限る。）、特定施設入居者生活介護、介護予

防特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは介護

予防認知症対応型共同生活介護において、喀痰吸引等が行われた場合は、当該サービスの利用者負担額（保

険対象分）の 10 分の１が医療費控除の対象となります。 

これらに該当する場合には、本様式例のとおり、「医療費控除の対象となる金額」欄に居宅サービス等に要

する費用に係る自己負担額（保険対象分）の 10 分の１を記載してください。 

   ２ 本様式例によらない領収証であっても、「居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成した事業者

名」及び「医療費控除の対象となる金額」が記載されたものであれば差し支えありません。 

     なお、利用者自らが居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成し、市町村に届出が受理されてい

る場合においては、「居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成した居宅支援事業者等の名称」欄に

当該市町村名を記入してください。 

   ３ サービス利用料が区分支給限度基準額又は種類支給限度基準額を超える部分の金額については、「その他費

用（保険給付対象外のサービス）」欄に記載してください。 

   ４ 従来の居宅サービス等利用料領収証と併用する必要がある場合は、二重記載とならないようご注意くださ

い。 

   ５ 上記１に該当する場合の金額とあわせて、喀痰吸引等が行われなかった場合の金額も併記する場合は、様

式例のとおり「喀痰吸引等の有無」欄にその区別を記載するなど、医療費控除の対象となる金額の算定に誤

りがないようご注意ください。 

  ６ 医療費控除を受ける場合、この領収証を確定申告書に添付するか、確定申告の際に提示してください。 
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介護福祉士等に
よる喀痰吸引等

の対価

介護福祉士等に
よる喀痰吸引等

の対価以外

介護福祉士等に
よる喀痰吸引等

の対価

介護福祉士等に
よる喀痰吸引等

の対価以外

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

短期入所療養介護

訪問介護（生活援助中心型を除く）

訪問入浴介護

通所介護

短期入所生活介護

訪問介護（生活援助中心型） 対象
特定施設入居者生活介護 (自己負担額の10％）

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所療養介護

介護予防訪問介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防通所介護

介護予防短期入所生活介護

介護予防特定施設入居者生活介護 対象(自己負担額の10％) 対象外
介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（一体型事業所で訪問看護を利用す
る場合）

複合型サービス（医療系サービスを
含む組合せにより提供されるもの
（生活援助中心型の訪問介護の部分
を除く））

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（一体型事業所で訪問看護を利用し
ない場合及び連携型事業所の場合）

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

複合型サービス（医療系サービスを
含まない組合せにより提供されるも
の（生活援助中心型の訪問介護の部
分を除く））

複合型サービス（生活援助中心型の
訪問介護の部分）

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護
（地域密着型介護老人福祉施設）

施設
サービス

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護 対象(自己負担額の10％) 対象外

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

分類
医療系サービスと併せて

利用するとき

単独で利用するとき又は
医療系サービスと併せて

利用しないとき

対象 対象
(自己負担額の

10％）
対象外

介護保険制度下における居宅サービス等の類型及び医療費控除の取扱い

介護保険制度下における類型 対象者

居宅サービス等に要する費用の額
（医療費控除の対象となる自己負担額）

福祉系
サービス

対象外

介護予防
サービス

要支援者

対象
医療系
サービス

居宅
サービス

要介護者

対象
医療系
サービス

対象 対象
(自己負担額の

10％）
対象外

福祉系
サービス

地域密着型
サービス

要介護者

対象
医療系
サービス

対象
対象

(自己負担額の
10％）

対象外
福祉系
サービス

対象
(自己負担額の

10％）
対象外

対象（自己負担額の2分の1）

対象外
福祉系
サービス

施設
サービス

要介護者

対象（自己負担額の2分の1）
施設

サービス
対象

地域密着型
介護予防
サービス

要支援者
対象 対象

(自己負担額の
10％）
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事 務 連 絡 

平成 25 年 1 月 25 日 

 

各都道府県介護保険担当部（局）担当者 様 

 

 

介護保険制度下での訪問介護等の対価に係る医療費控除の取扱いについて 

 

 

標記の取扱いについては、「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費

控除の取扱いについて」（平成 25 年 1 月 25 日付事務連絡）でお示ししているところで

すが、今般、国税庁との協議の上、別添Ｑ＆Ａのとおり取扱いを整理しましたので、ご

参照ください。 

貴都道府県内（区）市町村（政令市、中核市も含む）、関係団体、関係機関等にその

周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾なきよう、よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

厚生労働省老健局総務課企画法令係 

（電話番号） 

０３（５２５３）１１１１（代） 

内線 ３９０９  

０３（３５９１）０９５４（直通） 
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（別 添） 

 

（問） 介護職員処遇改善加算が創設されたが、訪問介護において身体介護と生活援助

を組み合わせて算定する場合の医療費控除は、どのように取り扱うか。 

 

 

（答） 訪問介護に係る自己負担額の医療費控除の取扱いについては、居宅サービス計

画に訪問看護等の医療系サービスが位置付けられ、医療系サービスと併せて訪問

介護を利用した場合に、訪問介護に係る自己負担額が医療費控除の対象となると

されているところです。ただし、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関

する基準（平成 12 年厚生省告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単位

数表１訪問介護費ロに掲げる場合（以下「生活援助中心型に係る訪問介護」とい

う。）を除くこととされています。 

    そのため、介護職員処遇改善加算についても、生活援助中心型に係る訪問介護

費を除き算定した介護処遇改善加算に係る自己負担額が、医療費控除の対象にな

ります。 
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事  務  連  絡 
平成１８年１２月１日 

 
 
各 都道府県介護保険担当部（局）担当者 様 
 
 

 

介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス等の対価に係る

医療費控除の取扱いについて 

 

 

 介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービスの対価に係る医療

費控除の取扱いについては、その基本的考え方に変更ありませんが、地域密着

型介護老人福祉施設の創設に伴い、所得税法施行規則の一部を改正する省令（平

成１８年財務省令第６４号）及び地方税法施行規則の一部を改正する省令（平

成１８年総務省令第１３１号）により、指定地域密着型介護老人福祉施設の地

域密着型サービスに係る対価のうち一定の金額について新たに医療費控除の対

象とされたところです。 

ついては、「介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービスの対

価に係る医療費控除の取扱いについて」（平成１２年６月１日老発第５０８号）

に基づく取扱いについて平成１８年４月サービス分より別添のとおりとします

ので、貴都道府県内（区）市町村（政令市、中核市も含む）、関係団体、関係

機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾なきよう、よろしくお

願いいたします。 

 

 

 

 

厚生労働省老健局総務課 

                                               企画法令係 
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別添 

 

介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス等の対価に係る医

療費控除の取扱いについては下記のとおりとする。 

 

１ 対象者 

  要介護 1～5の要介護認定を受け、指定地域密着型介護老人福祉施設又は指

定介護老人福祉施設に入所する者。 

 

２ 対象費用の額 

  介護費（介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」という。）第 42

条の 2第 2項第 2号及び第 48 条第 2項に規定する「厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額、食費に係る自己

負担額（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年厚生労働省令第 34 号）第 136 条第 3 項第 1 号及び第 161 条第 3

項第 1号並びに指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 (平

成 11 年厚生省令第 39 号）第 9条第 3項第 1号及び第 41 条第 3項第 1号に規

定する「食事の提供に要する費用」をいう。）及び居住費に係る自己負担額

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第 136

条第 3 項第 2 号及び第 161 条第 3 項第 2 号並びに指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準第 9条第 3項第 2号及び第 41 条第 3項第 2号

に規定する「居住に要する費用」をいう。）として支払った額の 2 分の 1 に

相当する金額。 

 

３ 領収証 

法第 42 条の 2第 9項及び第 48 条第 7項において準用する法第 41 条第 8項

並びに介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「規則」とい

う。）第 65 条の 5において準用する規則第 65 条及び規則第 82 条に規定する

領収証に、２の対象費用の額を記載する。（別紙様式参照） 
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（様式） 

指定介護老人福祉施設等利用料等領収証 
（平成 年 月 日）

利用者氏名  
費用負担者氏名  続柄  

施設事業者名 
及び住所等 

社会福祉法人 
特別養護老人ホーム               印 

項 目 単 価 数量 金 額（利用料） 

① 介護費    

② 食費    

③ 居住費    

④ 特別食負担    

⑤ 特別居住負担    

⑥     

⑦     

⑧     

⑨     

領 収 額          円 

うち医療費控除の対象となる金額 
（①＋②＋③）×１／２          円 

領収年月日 
平成  年  月  日 

（注）１ 「事業者名及び住所等」の欄には、市（区）町村が提供する場合には、その自治体名

を記入してください。 
   ２ ①介護費の単価及び数量については適宜基本介護サービス費、各種加算の内訳を記載

してください。 
   ３ ①、②及び③の合計額の１／２（二重下線の額）が医療費控除の対象となります。 
   ４ 医療費控除を受ける場合、この領収証を確定申告書に添付するか、確定申告の際に提

示してください。 

 

別紙様式 
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中山間地域等在宅介護サービス強化事業対象地域
（介護報酬における特別地域加算及び中山間地域等加算対象地域） H26.2.1現在

全 域 一部地域 対象地域なし 備考

岡山市 ○ 旧御津町等

玉野市 ○ 石島

備前市 ○ 全域

瀬戸内市 ○ 旧牛窓町

赤磐市 ○ 旧吉井町等

和気町 ○ 全域

吉備中央町 ○ 全域

倉敷市 ○ 釜島等

笠岡市 ○ 旧神島内村等

井原市 ○ 全域

総社市 ○ 旧池田村等

高梁市 ○ 全域

新見市 ○ 全域

浅口市 ○ 旧寄島町

早島町 ○ －

里庄町 ○ －

矢掛町 ○ 全域

津山市 ○ 全域

真庭市 ○ 全域

美作市 ○ 全域

新庄村 ○ 全域

鏡野町 ○ 全域

勝央町 ○ 上香山

奈義町 ○ 全域

西粟倉村 ○ 全域

久米南町 ○ 全域

美咲町 ○ 全域

１６市町村 ９市町 ２町

※詳細は長寿社会課ＨＰ(http://www.pref.okayama.jp/uploaded/life/11845_35330_misc.pdf)を参照ください。
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特別地域加算及び中山間地域等加算対象地域一覧表

離島振興対策実
施地域

厚生労働大臣が別
に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

岡山市 犬島 － －
旧御津町、旧建部村、旧上建
部村、旧鶴田村

旧建部町 あり

玉野市 石島 － － － － あり

備前市
鹿久居島・鶴島・
大多府島・頭島・
鴻島・曽島

－ － 全域 旧日生町 あり

瀬戸内市 前島 － － 旧牛窓町 旧牛窓町 あり

赤磐市 － － －
旧笹岡村、旧熊山村、旧山方
村、旧佐伯北村

旧吉井町 あり

和気町 － － － 旧佐伯村、旧和気町 旧佐伯町 あり

吉備中央町 － － －
旧都賀村、旧円城村、旧新山
村、旧江与味村、旧豊野村、
旧下竹荘村

全域 あり

倉敷市
釜島、松島、六口
島

－ － － － －

笠岡市

高島、白石島、北
木島、真鍋島、小
飛島、大飛島、六
島

－ －
旧神島内村、旧北木島村、旧
真鍋島村

－ あり

井原市 － － －
旧井原市、旧宇戸村、旧芳井
町

全域 あり

総社市 － － －
旧池田村、旧日美村、旧下倉
村、旧富山村

－ あり

高梁市 －

川上町地頭、川上町
七地、川上町三沢、
川上町領家、川上町
吉木、川上町臘数、
備中町志藤用瀬、備
中町布瀬、備中町長
屋、備中町布賀

－ 全域 全域 あり

新見市 － －
旧新見市、旧大
佐町、旧神郷町

全域 全域 あり

平成２６年２月１日現在

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）
（※）岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

市町村名 特別地域加算対象地域（１５％：注１）

旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）
旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）
旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）
旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品
田）

振興山村
（注２）

旧神根村（今崎・神根本・高田・和意谷）
旧三国村（加賀美・多麻・都留岐・笹目）

－

－

旧熊山村2-2（勢力・千躰・奥吉原）
旧山方村（是里・滝山・黒本・黒沢・中山）
旧佐伯北村（稲蒔・光木・石・八島田・暮田）
旧布都美村2-2（合田・中畑・石上・小鎌・西勢
実・広戸）

旧佐伯村（津瀬・米沢・佐伯・父井原・矢田部・
宇生・田賀・小坂・加三方）
旧日笠村（保曽・日笠上・日笠下・木倉）

旧津賀村（広面・上加茂・下加茂・美原・加茂
市場・高谷・平岡・上野・竹部）
旧円城村（上田東・細田・三納谷・上田西・円
城・案田・高富・神瀬・小森）
旧新山村（尾原・笹目・福沢・溝部）

旧宇戸村（宇戸谷・上高末・烏頭・宇戸）

旧下倉村（下倉）
旧富山村（宇山・種井・延原・槁）

旧中井村（西方・津々）
旧玉川村（下切・玉・増原）
旧宇治村（穴田・宇治・遠原・本郷）
旧高倉村（飯部・大瀬八長・田井）
旧上有漢村（上有漢）
旧吹屋町（吹屋・中野・坂本）
旧中村（布寄・羽根・長地・相坂・小泉）
旧大賀村（仁賀・上大竹・下大竹）
旧高山村（高山・高山市・大原）
旧平川村（平川）
旧湯野村（西山・東油野・西油野）

旧豊永村（豊永赤馬・豊永宇山・豊永佐伏）
旧熊谷村（上熊谷・下熊谷）
旧菅生村（菅生）
旧千屋村（千屋・千屋実・千屋井原・千屋花
見）
旧上刑部村（上刑部・大井野）
旧丹治部村（田治部・布瀬）
旧神代村・旧新郷村
旧本郷村・旧万歳村・旧新砥村
旧矢神村・旧野馳村

－

－
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特別地域加算及び中山間地域等加算対象地域一覧表

離島振興対策地
域

厚生労働大臣が別
に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

浅口市 － － － 旧寄島町 旧寄島町 －

早島町 － － － － － －

里庄町 － － － － － －

矢掛町 － － － 旧美川村 全域 あり

津山市 － －
旧津山市、旧勝
北町、旧加茂
町、旧阿波村

旧一宮村、旧高田村、旧加茂
町、旧阿波村、旧広戸村、旧
新野村、旧大井西村

旧加茂町、旧
阿波村、旧久
米町

あり

真庭市 － －

旧湯原町、旧美
甘村、旧川上
村、旧八束村、
旧中和村

旧北房町、旧勝山町、旧津田
村、旧美川村、旧河内村、旧
湯原町、旧久世町、旧美甘
村、旧川上村、旧中和村

全域 あり

美作市 － －
旧勝田町、旧大
原町、旧東粟倉
村

旧勝田町、旧大原町、旧東粟
倉村、旧豊田村、旧巨勢村、
旧作東町、旧英田町

全域 あり

新庄村 － － 全域 全域 全域 あり

鏡野町 － －
旧奥津町、旧富
村、旧上斎原村

全域 全域 あり

勝央町 － － － － － あり

奈義町 － － 全域 旧豊並村 全域 あり

西粟倉村 － － 全域 全域 全域 あり

久米南町 － － － 旧弓削町、竜山村 全域 あり

美咲町 －
上口・小山・栃原・中
垪和・東垪和・西

－
旧大垪和村、旧旭町、旧吉岡
村、旧南和気村

全域 あり

平成２６年２月１日現在

市町村名

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

特別地域加算対象地域（１５％：注１）
「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）

（※）岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

振興山村
（注２）

注４：加算対象地域であるか、地名のみでは判断できない指定地域があります。具体的な対象地域については、各市町村にお問い合わせください。

注３：辺地については、別表（辺地地域一覧表）により御確認ください。

-

旧富村（大・楠・富仲間・富西谷・富東谷）
旧久田村（久田上原・久田下原・黒木・河内・
土生）
旧泉村（井坂・女原・至孝農・杉・西屋・箱・養
野）
旧羽出村（羽出・羽出西谷）
旧奥津村（奥津・奥津川西・下齋原・長藤）
旧上齋原村
旧中谷村（入・山城・中谷）

-

-

旧上加茂村・旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村（奥津川・川東・市場・案内・羽賀・大
吉・西村・日本原・大岩）
※旧新野村の日本原は該当しません。

旧富原村（若代・下岩・清谷・曲り・古呂々尾
中・若代畝・高田山上・月田本・岩井谷・岩井
畝・上・野・後谷）
旧津田村（野原・舞高・旦土・吉・田原山上・上
山）
旧湯原町（禾津・釘貫小川・下湯原・田羽根・
都喜足・豊栄・仲間・久見・本庄・見明戸・三世
七原・社・湯原温泉）
旧二川村（粟谷・黒杭・種・小童谷・藤森）
旧美和村（余野上・余野下・樫西・樫東・目木・
三崎・中原・台金屋）
旧美甘村（鉄山・黒田・田口・延風・美甘）
旧中和村（下和・初和・別所・真加子・吉田）

旧梶並村（右手・真殿・梶並・楮・東谷上・東谷
下）
旧栗広村2-1（長谷内・馬形・宗掛）
旧大野村（川上・滝・野形・桂坪・笹岡）
旧東粟倉村（後山・太田・川東・中谷・野原・東
青野・東吉田）
旧豊田村（北原・友野・山口・山外野・大原・猪
臥・海内・平田）
旧巨勢村2-1（巨勢・海田）
旧福山村（万善・国貞・鈴家・田渕・柿ヶ原）
旧巨勢村2-2（尾谷）
旧河会村（上山・中川・横尾・北・南・滝ノ宮）

全域

注２：振興山村、豪雪、特定農山村、過疎は平成合併前の旧市町村名で指定されています。

旧美川村（上高末・下高末・宇角・内田）

注１：福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与を除く。

－

旧豊並村（馬桑・関本・小坂・高円・皆木・西
原・行方）

全域

旧弓削町（下弓削・西山寺・松・上弓削・塩之
内・羽出木・全間・仏教寺・下二ヶ・上二ヶ・泰
山寺）

旧倭文西村（北・南・里・中）
旧江与味村2-2（江与味）
旧西川村（西垪和・西川・西川上）
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(1)事業所の所在地

(2)区域区分（該当する区分を○で囲ってください。） 　市街化区域 ・ 市街化調整区域 ・ 非線引き区域 ・ 都市計画区域外

(3)用途地域 　指定あり（　　　　　　　　　　）地域　・　指定なし

(4)申請者の名称、代表者の氏名

(5)施設・サービスの種類（建築物用途）

(6)工事区分（該当する区分を○で囲ってください。） 　新築 ・ 増築 ・ 改築 ・ 既存利用（リフォーム・用途変更）

(7)構造（該当する区分を○で囲ってください。）

(8)階数 　地上　　　　階／地下　　　　階

(9)延べ床面積　(指定申請面積） 　    　　 ㎡　（　 　　　　　　　　　　　　　㎡  ）

(10)建築年月日（新築以外の既存部分）

※（２）（３）の記載に当たり、必要な場合は、施設（事業所）所在地の市町村都市計画担当部署に確認して

　ください。

（平成２０年　２月）制定

（平成２４年　４月）改正

（平成２５年１２月）改正

介護保険サービス事業等介護保険サービス事業等介護保険サービス事業等介護保険サービス事業等の新規指定申請及び施設（事業所）のの新規指定申請及び施設（事業所）のの新規指定申請及び施設（事業所）のの新規指定申請及び施設（事業所）の

所在地の変更・増改築等をお考えの方へ所在地の変更・増改築等をお考えの方へ所在地の変更・増改築等をお考えの方へ所在地の変更・増改築等をお考えの方へ

「建築物関連法令協議記録報告書」「建築物関連法令協議記録報告書」「建築物関連法令協議記録報告書」「建築物関連法令協議記録報告書」

　新規に介護保険サービス事業等を始める又は施設（事業所）の所在地の変更

や増改築等を行うに当たっては、その施設（事業所）が、人員の基準及び設備

に関する指定基準等に適合している必要があるとともに、都市計画法、建築基

準法、消防法及び県（市）の福祉のまちづくり条例にも適合している必要があ

ります。

　岡山県では、新規指定申請時及び施設（事業所）の所在地の変更や増改築等

に係る届出時（以下「新規指定申請時等」という。）に、「建築物関連法令協

議記録報告書」の提出を求め、都市計画法、建築基準法、消防法及び県（市）

の福祉のまちづくり条例に基づく手続状況等について確認を行うこととしてい

ます。

〈確認手順〉

①　新規指定申請時等までに、あらかじめ関係する行政機関の窓口に（原則

　として）出向いて事前協議を行ってください。

　　事前協議をされる場合には、下記「建築物関連法令協議記録報告書」の

　（様式１）を記入した上で、各階平面図（各室の用途記入）及びある場合

　は建築基準法に基づく「確認済証」・「検査済証」を持参してください。

②　事前協議の後、（様式２）の１～４の「（１）協議記録」の部分を記入

　し、各協議窓口で確認を受けてから、(各協議窓口担当者の求めに応じて）

　写しを提出してください。

③（様式２）の１～４の「（２）手続及び指導事項に係る処理状況」の部分

　は、介護保険サービス事業等に係る新規指定申請時等に記入し、（様式１

　）と併せて提出してください。

　なお、必要な手続は、新規指定申請時等までに完了させる必要があります。

（様式１）【 事前協議前に記入するもの 】

　木造　・　鉄骨造　・　鉄筋コンクリート造　・　（　　　　　　　　　　）

建築物関連法令協議記録報告建築物関連法令協議記録報告建築物関連法令協議記録報告建築物関連法令協議記録報告１９１９１９１９
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□

ア　建築基準法施行令第19条第１項に

　　　掲げる施設名

イ　各法令で定める施設

　　又は実施する事業名

ウ　根拠法令

□児童福祉施設

　□　助産施設

　□　乳児院

　□　母子生活支援施設

　□　保育所

　□　幼保連携型認定こども園

　□　児童厚生施設

　□　児童養護施設

　□　障害児入所施設

　　　□　福祉型障害児入所施設

　　　□　医療型障害児入所施設

　□　児童発達支援センター

　　　□　福祉型児童発達支援センター

　　　□　医療型児童発達支援センター

　□　情緒障害児短期治療施設

　□　児童自立支援施設

　□　児童家庭支援センター

児童福祉法第７条

　第３６条

　第３７条

　第３８条

　第３９条

　第３９条の２

  第４０条

　第４１条

　第４２条

　　第４２条第一号

　　第４２条二号

　第４３条

　　第４３条第一号

　　第４３条第二号

　第４３条の２

　第４４条

　第４４条の２

□助産所 　□　助産所 医療法第２条

□身体障害者社会参加支援施設 　□　身体障害者福祉センター

　□　盲導犬訓練施設

身体障害者福祉法第５条

　第３１条

　第３３条

□保護施設

　□　救護施設

　□　更正施設

　□　授産施設

　□　宿所提供施設

生活保護法第３８条

　第３８条第２項

　第３８条第３項

　第３８条第５項

　第３８条第６項

□婦人保護施設 　□　婦人保護施設 売春防止法第３６条

□老人福祉施設

　

　□　老人デイサービスセンター

　□　老人短期入所施設

　□　養護老人ホーム

　□　特別養護老人ホーム

　□　軽費老人ホーム

　□　老人福祉センター

　□　老人介護支援センター

老人福祉法第５条の３

　第２０条の２の２

　第２０条の３

　第２０条の４

　第２０条の５

　第２０条の６

　第２０条の７

　第２０条の７の２

□有料老人ホーム 　□　有料老人ホーム 老人福祉法第２９条

□母子保健施設 　□　母子健康センター 母子保健法第３章第２２条

□障害者支援施設 　□　障害者支援施設 障害者総合支援法第５条第１２項

□地域活動支援センター 　□　地域活動支援センター 障害者総合支援法第５条第２６項

□福祉ホーム 　□　福祉ホーム 障害者総合支援法第５条第２７項

□ 上記に該当しない施設等である。

　→　※施設等で行う福祉サービスの概要（上記に掲げる法令上のサービスの種別・根拠条項及び居住・宿泊の　→　※施設等で行う福祉サービスの概要（上記に掲げる法令上のサービスの種別・根拠条項及び居住・宿泊の　→　※施設等で行う福祉サービスの概要（上記に掲げる法令上のサービスの種別・根拠条項及び居住・宿泊の　→　※施設等で行う福祉サービスの概要（上記に掲げる法令上のサービスの種別・根拠条項及び居住・宿泊の

　　　   有無を含む）を記入してください。　　　   有無を含む）を記入してください。　　　   有無を含む）を記入してください。　　　   有無を含む）を記入してください。

（様式１）【 事前協議前に記入するもの　つづき 】

※下記の項目については、福祉担当部署に確認の上、記入のこと。

次に該当する施設等（児童福祉施設等）である。

　→　※ア・イ※ア・イ※ア・イ※ア・イ欄の該当箇所を欄の該当箇所を欄の該当箇所を欄の該当箇所をチェックしてください。チェックしてください。チェックしてください。チェックしてください。

□障害福祉サービス事業

　□　生活介護

　□　自立訓練

　□　就労移行支援

　□　就労継続支援

障害者総合支援法第５条第１項

　第５条第７項

　第５条第１３項

　第５条第１４項

　第５条第１５項
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１　都市計画法（開発許可）担当部署との協議

（１）協議記録

平成　　　年　　　月　　　日 担当部署

：　　　　～　　　　： 担当者名 （℡　　　　　　　　　　）

（２）手続及び指導事項に係る処理状況

２　建築基準法担当部署との協議

（１）協議記録

平成　　　年　　　月　　　日 担当部署

：　　　　～　　　　： 担当者名 （℡　　　　　　　　　　）

・新築

（２）手続及び指導事項に係る処理状況

協　議

内　容

　・建物使用開始までに必要な手続の有無について　　（○印を付してください。）

 　　有　（施工状況報告 ・ 確認申請（用途変更） ・完了検査申請・　　　　　　　　　　　　　　     　　　）

　　 無

　＜担当部署からの指導事項＞

建築基準法上の用

途

建築

確認

状況

（○印を付

してくださ

い。）

・既存

・確認済み　（平成　　　　年　　　　月　　　　日/番号                /用途　　　　　　            ）

・無確認

・確認申請不要

・確認済み　（平成　　　　年　　　　月　　　　日/番号                /用途　　　　　　　　　　　　）

・確認申請中

・確認申請不要

協議日時

協　議

内　容

　・市街化調整区域に立地するか、否かについて　　 有　・　無　（○印を付してください。）

     → 有の場合は、建築物の所有状況    自己所有　・　賃貸　・　その他　（　　　          　　　）

　・建物使用開始までに必要な手続の有無について　　　有　・　無　（○印を付してください。）

 　　→ 有の場合は、手続の内容　（          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　）

　＜担当部署からの指導事項＞

（注） 上記１の協議のうち、特に市街化調整区域においては、都市計画法上の立地要件と技術的基準の両方

を満たす必要があり、要件を満たさないものは許可されません。また、サービスの種類によっては許可さ

れない場合があります。

②　「（２）手続及び指導事項に係る処理状況」の部分は、新規指定申請時等までに記入してください。

③　下記担当部署との協議に使用する建築図面は、新規指定申請時等に使用する図面と同一のものとしてください。

協議日時

（様式２）【 事前協議後に記入するもの 】

　この様式は、介護保険サービス事業等の新規指定申請及び施設（事業所）の所在地の変更や増改築に係る届出を

する場合（以下「新規指定申請時等」という。）に、以下に記入する都市計画法等の協議の状況等について、確認する

ためのものです。各担当部署との協議及び手続等の状況について記載をお願いします。

①　「（１）協議記録」の部分は、事前協議後、速やかに記入し、各協議窓口で、内容の確認を受けてください。
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（１）協議記録

平成　　　年　　　月　　　日 担当部署

：　　　　～　　　　： 担当者名 （℡　　　　　　　　　　）

（２）手続及び指導事項に係る処理状況

平成　　　年　　　月　　　日 担当部署

：　　　　～　　　　： 担当者名 （℡　　　　　　　　　　）

（２）手続及び指導事項に係る処理状況

（注）

　・建物使用開始までに必要な手続の有無について　　　有　・　無　（○印を付してください。）

　

 　　→ 有の場合は、手続の内容　（          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　）

　＜担当部署からの指導事項＞

協　議

内　容

協議日時

４　県（市）の福祉のまちづくり条例担当部署との協議

（１）協議記録

上記４については、該当する施設（事業所）が訪問系サービスの用途に供する3,000㎡未満の事務所の

みの場合は、協議不要です。

（様式２）【 事前協議後に記入するもの　つづき】

３　消防法担当部署との協議

協議日時

　・建物使用開始までに必要な手続の有無について　　　有　・　無　（○印を付してください。）

　 　　→ 有の場合は、手続の内容　（          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　）

協　議

内　容

（消防法施行令別表第１の適用項）

　　□（５）項ロ　　　　□（６）項ロ　　　　□（６）項ハ　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　）　　　　□　該当なし

　＜担当部署からの指導事項＞
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建築場所　 都市計画法（開発許可）担当部署 建築基準法担当部署 消防法担当部署 福祉のまちづくり条例担当部署

岡山市消防局予防課

TEL086-234-0119

岡山市北消防署予防係

TEL086-226-1119

岡山市中消防署予防係

TEL086-275-1119

岡山市東消防署予防係

TEL086-942-9119

岡山市南消防署予防係

TEL086-262-0119

岡山市西消防署予防係

ＴＥＬ086-256-1119

倉敷市消防局予防課

TEL086-426-1194

倉敷消防署予防係

TEL086-422-0119

水島消防署予防係

TEL086-444-1190

倉敷玉島消防署予防係

TEL086-522-3515

児島消防署予防係

TEL086-473-1190

※来局・来課する場合は、事前

　 に倉敷市消防局予防課に電

   話すること。

津山市

岡山県土木部都市局

建築指導課開発指導班

TEL086-226-7503

津山市都市建設部

建築住宅課建築指導審査係

TEL0868-32-2099

津山圏域消防組合

ＴＥＬ0868-31-1119

【市条例運用】

津山市建築住宅課審査係

TEL0868-32-2099

玉野市

玉野市建設部都市計画課

都市計画係

TEL0863-32-5538

玉野市建設部都市計画課

建築指導係

TEL0863-32-5538

玉野市消防本部

ＴＥＬ0863-31-5711

玉野市建設部都市計画課

建築指導係

TEL0863-32-5538

笠岡市

笠岡市建設産業部

都市計画課

TEL0865-69-2138

笠岡市建設産業部

都市計画課

TEL0865-69-2141

笠岡地区消防組合

ＴＥＬ0865-63-5119

笠岡市建設産業部

都市計画課

TEL0865-69-2141

総社市

総社市建設部建築住宅課

建築指導係

TEL0866-92-8289

総社市消防本部

ＴＥＬ0866-92-8342

総社市建設部建築住宅課

建築指導係

TEL0866-92-8289

新見市

新見市建設部都市整備課

建築係

TEL0867-72-6118

新見市消防本部

ＴＥＬ0867-72-2810

新見市建設部都市整備課

建築係

TEL0867-72-6118

備前市

和気町

東備消防組合

TEL0869-64-1119

瀬戸内市

瀬戸内市消防本部

TEL0869-22-1333

赤磐市

赤磐市消防本部

TEL086-955-2244

吉備中央町

岡山市消防局予防課

TEL086-234-0119

岡山市西消防署予防係

ＴＥＬ086-256-1119

高梁市

高梁市消防本部

TEL0866-21-0119

浅口市

（旧金光町）

早島町

倉敷市消防局予防課

TEL086-426-1194

井原市

矢掛町

井原地区消防組合

TEL0866-62-1260

浅口市

（旧金光町を除く）

里庄町

笠岡地区消防組合

ＴＥＬ0865-63-5119

真庭市

新庄村

真庭市消防本部

ＴＥＬ0867-42-1190

美作市

西粟倉村

美作市消防本部

ＴＥＬ0868-72-0119

鏡野町

勝央町

奈義町

久米南町

美咲町

津山圏域消防組合

ＴＥＬ0868-31-1119

倉敷市

倉敷市建設局建築部

建築指導課指導係

TEL086-426-3501

倉敷市建設局都市計画部

開発指導課

TEL086-426-3485

【市条例運用】

倉敷市建設局建築部

建築指導課指導係

TEL086-426-3501

岡山県土木部都市局

建築指導課開発指導班

TEL086-226-7503

岡山県備前県民局建設部

管理課建築指導班

TEL086-233-9847

岡山県備前県民局建設部

管理課建築指導班

TEL086-233-9847

岡山県備中県民局建設部

管理課建築指導班

TEL086-434-7160

岡山県備中県民局建設部

管理課建築指導班

TEL086-434-7160

岡山県美作県民局建設部

管理課建築指導班

TEL0868-23-1260

岡山県美作県民局建設部

管理課建築指導班

TEL0868-23-1260

建築関係法令協議先担当部署一覧表（平成２５年１２月２４日現在）

岡山市

岡山市都市整備局

建築指導課審査係

TEL086-803-1446

岡山市都市整備局

開発指導課

TEL086-803-1452

岡山市都市整備局

建築指導課指導係

TEL086-803-14４４
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訪問介護
訪問入浴介
護

訪問看護
訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ

居宅療養
管理指導

通所介護

通所ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ

短期入所生
活介護

短期入所
療養介護

特定施設入
居者生活介
護

福祉用具
貸与

定期巡回・随
時対応型訪
問介護看護

地域密着

指定申請による生活保護法指定の施設、事業者・事業所・事業（サービス）

障害福祉課（保護班）

　生活保護受給者が介護サービスを受けるためには、その介護保険法の指定を受けた介護機関が生活
保護法の指定介護機関としても指定を受けている必要があります。

　生活保護法の指定は、岡山市、倉敷市を除く県内の施設・事業所は、指定申請書により岡山県知事が
行っています。なお、地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設はみなし指定となっていま
すので申請はいりません。

　このたび生活保護法が改正され、平成２６年７月からは介護保険法の指定を受けると生活保護法の指
定を受けたとみなされることになりました。なお、あらかじめ申出をしたときはみなし指定されません。

事

業居宅介護事業者

　平成２６年６月までに生活保護法の指定を受けた介護機関は新法の規定による指定介護機関の指定
を受けたものとみなされます。

　現在の指定申請書による生活保護法の指定は下表のとおり施設、事業者・事業所・実施事業（サービ
ス）ごとに行っています。指定を受けた事業については介護の報酬を請求できますが、指定を受けてい
ない事業は介護の報酬の請求ができません。（例：訪問介護は指定を受けているが、介護予防訪問介護
は指定を受けていない場合、介護予防訪問介護の介護の報酬は請求できない。）

生活保護法による指定介護機関の指定２０

夜間対応
型訪問介
護

認知症対応
型通所介護

小規模多
機能型居
宅介護

認知症対応
型共同生活
介護

地域密着
型特定施
設入居者
生活介護

複合型
サービス

特定福祉用具販売事業者 事業所

居宅介護支援計画作成事業者 事業所

地域密着型介護老人福祉施設 施設

介護老人福祉施設 施設

介護老人保健施設 施設

介護予防
訪問介護

介護予防訪
問入浴介護

介護予防
訪問看護

介護予防訪
問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ
ｼｮﾝ

介護予防
居宅療養
管理指導

介護予防
通所介護

介護予防
通所ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ

介護予防短
期入所生活
介護

介護予防
短期入所
療養介護

介護予防特
定施設入居
者生活介護

介護予防
福祉用具
貸与

介護予防認
知症対応型
通所介護

介護予防小
規模多機能
型居宅介護

介護予防認知症
対応型共同生活
介護

特定介護予防福祉用具販売事業者 事業所

介護予防支援計画作成事業者 事業所

※

  平成２６年６月までに介護保険法の指定を受け生活保護法の指定を受けていない介護機関で平成２６
年７月以降生活保護受給者の利用が見込まれる場合は指定申請書により生活保護法指定介護機関と
しての指定を受けてください。

事

業

所

施
設
・
事
業
者
の
区
分

　特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護予防
特定施設入居者生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護については、入居に係る利用料が生活
保護の住宅扶助により入居できる額であることが生活保護法指定介護機関の指定基準となっています。

特定介護予防福祉用具販売

介護予防支援

所

介護予防事業者

特定福祉用具販売

居宅介護支援

みなし指定

みなし指定

介護老人保健施設
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２１ 難病医療費助成制度改革

（ 別 紙 ）

難病医療費助成制度に係る改革について

平成26年1月31日/県医薬安全課

○平成２７年１月から新たな制度がスタートする予定です。（詳細は今後決定）
以下は、平成２５年１２月１３日時点の国の資料から抜粋した内容です。

１．難病医療費助成(公費負担)制度の改革概要～新旧比較～ 国の審議会資料から

項 目 現 行 制 度 改 革 案 （新制度）

根 拠 特定疾患治療研究事業実施要綱、同 法令「難病の患者に対する医療等に関
実務上の取扱い（厚生労働省通知） する法律（仮称）」

目 的 ①治療研究の推進、医療の確立普及 同左
②患者の医療費の負担軽減

制 度 開 始 昭和４８年４月 平成２７年１月（新法施行/一部疾患を先行施行）

対象疾患数 ５６疾患 約３００疾患 ＊具体的な疾患名は今後示される予定
＊対象要件 （原因不明で治療法未確立、後遺症を ・患者数が人口の0.1％程度以下

残すおそれのある疾患のうち、一応の ・原因不明
診断基準が確立している疾患） ・効果的な治療法が未確立

・生活面への長期にわたる支障
＊がんや生活習慣病等別個の対策の体系のあるものは対象外

実 施 主 体 都道府県 都道府県 ＊政令市・中核市を実施主体に加えるについて検討中

医療受給者 全 国 約78万人（H23） 全 国 約150万人（H27/厚労省試算）
証 岡山県 14,812人（H23） 岡山県 約28,439人（H27/１．９２倍で推計）

認 定 等 県の設置する特定疾患対策協議会 ・難病指定医（仮称）による診断の上、
（岡山県難病対策協議会）に意見を求 県の設置する難病認定審査会（仮称）
めて認定 において認定

・原則、症状が重症度分類で一定以上
の者を認定

患 者 負 担 生計中心者の課税（所得税）状況に応 負担割合を3割から2割に減じた上で世
限 度 額 じて、入院・通院の別に次の上限額ま 帯の課税（市町村民税）状況に応じて、

で負担 入院・通院及び複数の医療機関を合算
・入院 0～23,100円／月 して次の上限額まで負担
・通院 0～11,550円／月 ・0～30,000円／月

・高額かつ長期は0～20,000円／月
重症者は負担なし ・超重症者は一律1,000円／月

入院時食事療養費は限度額に含める 入院時食事療養費は患者負担
薬局での保険調剤、訪問看護・介護 薬局での保険調剤は限度額に含める。
予防訪問看護は負担なし 介護保険の医療系サービスを助成対象

とすることを可能とする。

経過措置 － 既認定者には３年間の経過措置あり

※保健所を中心に「難病対策地域協議会（仮称）」を設置、専門性の高い保健師等の育成を図る。
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２．小児慢性特定疾患医療費助成(公費負担)制度の改革概要～新旧比較～ 国の審議会資料から

項 目 現 行 制 度 改 革 案 （新制度）

根 拠 児童福祉法 同左（一部改正）

目 的 ①治療研究の推進、医療の確立普及 同左
②患児家族の医療費の負担軽減

制 度 開 始 昭和４９年４月 平成２７年１月（改正法施行）
平成１７年４月 法制化（児童福祉法）

対象疾患数 １１疾患群５１４疾患 約６００疾患 ＊具体的な疾患名は今後示される予定
＊対象要件 （治療期間が長期、医療費が高額） ・慢性に経過する

・生命を長期にわたり脅かす
・症状や治療が長期で生活の質低下
・長期にわたる高額な医療費負担

対象者 原則、満１８歳未満の児童 同左

実 施 主 体 都道府県、指定都市、中核市 同左

医療受給者 全 国 約11万人（H23） 全 国 約14.8万人（H27/厚労省試算）
証 岡山県 638人（H23） 岡山県 約861人（H27/１．３５倍で推計）

認 定 等 県の設置する小児慢性特定疾患対策 難病指定医（仮称）による診断の上、
協議会（岡山県難病対策協議会）に意 必要に応じて審査会を設けるなどして
見を求めて認定 意見を求める。

患 者 負 担 生計中心者の課税（所得税）状況に応 負担割合を3割から2割に減じた上で
限 度 額 じて、入院・通院の別に次の上限額ま 世帯の課税（市町村民税）状況に応じ

で負担 て、入院・通院及び複数の医療機関を
・入院 0～11,500円／月 合算して次の上限額まで負担
・通院 0～ 5,750円／月 ・0～15,000円／月

・重症者、高額かつ長期は 0～10,000円／月
重症者は負担なし ・超重症者は一律 500円／月

入院時食事療養費は限度額に含める 入院時食事療養費は1/2患者負担
薬局での保険調剤は負担なし 薬局での保険調剤は限度額に含める

小慢手帳 希望する者に交付 ＊診療情報等を掲載・管理する手帳 見直し予定（目的の明確化、内容の充実等）

経過措置 － 既認定者には３年間の経過措置あり

※都道府県等単位で「慢性疾患児地域支援協議会（仮称）」を設置し、相談支援等を行う。

「難病対策・小児慢性疾患対策に係る改革」に関するお問い合わせは
下記までお願いします。

岡山県 保健福祉部 医薬安全課 特定保健対策班
電話０８６－２２６－７３４２
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2２

　*申請書類等は、事業所の所在地を所管する県民局の健康福祉課（事業者班）へ提出してください。

平成２６年２月１日現在

担当課 所在地
電話番号
FAX番号

管轄する市町村等

備前県民局
　〒703-8278

電話 086-272-3915 玉野市、備前市、瀬戸内市、

県民局等担当課一覧

　疑義照会等

　 平成２１年３月の県が実施した集団指導以降におきましては、介護施設・事業所からの疑

義照会・質問等の窓口は、担当する各県民局（下記一覧参照）に一元化しています。

　 今回の集団指導の内容に限らず、全ての疑義照会・質問等は、｢質問票｣（次ページ掲載）

により、ＦＡＸにて担当の県民局へ送信してください。

　 なお、電話での照会等には原則として回答できませんので、ご了承願います。

　 また、併せて、各施設・事業所におかれましては、今回の集団指導に出席されていない管

理者・従業者の方々にも、その旨伝達・徹底されますようお願いします。

■疑義照会（質問）について

健康福祉部 健康福祉課
事業者第一班

　岡山市中区古京町１-１-１７
FAX　086-272-2660 赤磐市、和気町、吉備中央町

備中県民局

健康福祉部 健康福祉課
事業者第一班

　〒710-8530

　倉敷市羽島１０８３
電話 086-434-7054
FAX　086-427-5304

総社市、早島町、笠岡市、井原市、
高梁市、浅口市、里庄町、矢掛町

美作県民局

健康福祉部 健康福祉課
事業者班

　〒708-0051

　津山市椿高下１１４
電話 0868-23-1291
FAX　0868-23-2346

津山市、真庭市、美作市、新庄村、
鏡野町、勝央町、奈義町、西粟倉村、
久米南町、美咲町

県庁保健福祉部
長寿社会課 事業者指導班

　〒700-8570

　岡山市北区内山下２－４－６
電話 086-226-7325
FAX　086-224-2215

155



平成 年 月 日

施 設 名
事業所名

サービス
種　　別

事業所
番　号 ３ ３

所 在 地 番地等

電話番号 FAX番号

担当者名 (氏名)

【質　問】

※　宛先（FAX送信先）は、県民局担当課一覧をご覧ください。

質　　問　　票

(職名)

市町村名

【回　答】

※　ご質問がある場合は、この質問票により、必ずＦＡＸにてお問い合わせください。
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２３ 国保連合会からのお知らせ 

平成２６年度インターネット請求が開始 

 
平成２６年１１月よりインターネットを利用した介護保険請求が開始されます。 
現在、介護保険事業者からの国保連合会への伝送請求はＩＳＤＮ回線を利用した伝送請求

のみでしたが、本年１１月よりインターネットを利用し、種々の回線形態（光回線、ＡＤＳ

Ｌ等）で介護保険請求を行う事が可能となります。 
このインターネット請求を利用される場合には下記の手順で行っていただきます。 
 

 
 
請求に必要な電子証明書の取得に際しては、介護保険証明書では３年間で１３，２００円

となります。また、インターネット請求に関してのみ送信先が共同受付センターに変更され

ます。 
なお、現在利用していただいているＩＳＤＮ回線を利用した伝送請求については当面の間、

継続維持されますのでご報告しておきます。 
このインターネット請求について細部の部分で確定されておりませんので、介護保険事業

者の皆様には、郵送にて連絡を差し上げると伴に、国保連合会ホームページ内

(http://www.okayama-kokuhoren.com/kaigokankei/)にて随時情報提供をする予定といたし

ておりますのでインターネット請求利用ご検討をお願いいたします。 
問い合わせ 
岡山県国民健康保険団体連合会 
介護・障害者総合支援課 
TEL086-223-8876 

テスト請求実施

接続確認として請求ソフトにて作成したテストデータを送信

電子証明書申請・取得

請求情報送信・通知文書取得の際に必要となる電子証明書の申請・ダウンロード／インストールを
行う

媒体の変更

介護給付費等の請求及び受領関する届を国保連
合会に提出

国保連合会よりユーザーＩＤ／ログインバスワ
ード／電子証明書用発行パスワードを取得

導入準備

インターネット回線、請求ソフトの敷設
インターネットが使用可能な環境を整え、イン
ターネット請求に対応した請求ソフトを導入
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